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1.  平成25年3月期の連結業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日）

（注）１．売上高の実質的な増減率は 8.0％増と試算されます。（連結基準日を前第１四半期の末日としたことから、子会社の連結期間が前期と当期で
は異なりますが、仮に同期間とした場合）

２．平成24年３月期より連結財務諸表を作成しているため、平成24年３月期の対前期増減率については記載していません。

(2) 連結財政状態

(3) 連結キャッシュ・フローの状況

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 5,962 11.7 644 29.5 659 30.9 389 38.8
24年3月期 5,337 ― 497 ― 503 ― 280 ―

（注）包括利益 25年3月期 409百万円 （54.9％） 24年3月期 264百万円 （―％）

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり
当期純利益

自己資本当期純利
益率

総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年3月期 9,165.28 9,163.13 20.1 15.6 10.8
24年3月期 6,601.30 6,599.75 15.7 12.6 9.3

（参考） 持分法投資損益 25年3月期 ―百万円 24年3月期 ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 4,434 2,120 47.2 49,171.65
24年3月期 4,012 1,809 44.7 42,168.47

（参考） 自己資本 25年3月期 2,091百万円 24年3月期 1,793百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

25年3月期 828 △587 △103 2,473
24年3月期 592 △82 △159 2,327

2.  配当の状況

（注）１．平成25年３月期の配当については、この決算短信の開示時点において未確定であり、決定次第お知らせいたします。
２．平成26年３月期の配当予想については、「３．平成26年３月期の連結業績予想」のとおり、業績予想を開示していませんので、配当予想につ

いても記載していません。

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年3月期 ― 0.00 ― 2,300.00 2,300.00 97 34.8 5.4
25年3月期 ― 0.00 ― ― ― ― ― ―

3. 平成26年 3月期の連結業績予想（平成25年 4月 1日～平成26年 3月31日）
当社グループの属するインターネット業界は環境の変化が激しく、業績の見通しにつきましては数値の精度に対する確証が得られないため、合理的な予

測が困難であることから、次期の業績予想について記載していません。



※  注記事項
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

(3) 発行済株式数（普通株式）

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 有
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年3月期 51,636 株 24年3月期 51,636 株
② 期末自己株式数 25年3月期 9,111 株 24年3月期 9,111 株
③ 期中平均株式数 25年3月期 42,525 株 24年3月期 42,524 株

（参考）個別業績の概要

平成25年3月期の個別業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日）

(2) 個別財政状態

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 4,493 5.7 606 17.5 621 18.7 380 35.6
24年3月期 4,250 4.5 516 △14.4 524 △11.5 280 △14.6

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

25年3月期 8,955.62 8,953.51
24年3月期 6,603.19 6,601.79

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 4,087 2,084 50.9 48,966.89
24年3月期 3,737 1,795 48.0 42,175.88

（参考） 自己資本 25年3月期 2,082百万円 24年3月期 1,793百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手

続は終了していません。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
当社グループの属するインターネット業界は環境の変化が激しく、業績の見通しにつきましては数値の精度に対する確証が得られないため、合理的な予

測が困難であることから、次期の業績予想について記載していません。
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１. 経営成績 

(1) 経営成績に関する分析 

① 当期の経営成績 

Ｅコマース市場は、引き続き拡大しながらも、質が大きく変化し、いわば「ＥＣの第二楽章」が展開しておりま

す。このようななか、当期までの３年間を近未来への積極投資期間と定め、「『開店屋10年』から『売上屋10年』

へ」というスローガンのもと、顧客数の拡大から、お客様の売上・利益創出の支援へと、大きく事業モデルの転換

を図るための積極的な投資を行うとともに、短期的には、顧客である店舗様の施策展開に則して、的確な対応がと

れる体制作りや意識改革を進めてきました。また、予測しているトラフィック爆発（スマホトラフィックによる）

に備え、サービス運転の「高速安定を最優先事項とする」考えのもと、抜本対策を実施し、成果が出ております。 

 

以上の結果、当期における売上高は 5,962百万円（対前期比 11.7％増）、営業利益は 644百万円（対前期比 29.5％

増）、経常利益は 659百万円（対前期比 30.9％増）となり、当期純利益は 389百万円（対前期比 38.8％増）とな

りました。利益面に関しては、前期は意図して人材関連投資を行い、減益の計画を出しておりましたが、当期はこ

れも吸収した結果、前々期並みの利益水準となり、対前期比で大幅な増益となりました。繰り返しになりますが、

前期は意図した投資により減益となっているため、当期の利益は前々期並に戻っている限りです。 

 

なお、前期の財務諸表においては、連結子会社である株式会社プレシジョンマーケティングの連結基準日を前第

１四半期連結累計期間の末日としているため、連結損益計算書上では、同社の前第２四半期以降の数値を連結して

おります。 

 

報告セグメントの業績は、次のとおりです。 

 

（ＥＣ事業 / 株式会社Ｅストアー） 

 

Ｅコマース市場が引き続き拡大するなか、顧客店舗業績は、受注数 813万回、流通額 926億円となりました。総

量で伸び悩んでいますが、量から質への方針の転換による作用もあり、標準偏差を大きく超える上下をカットした

母数においては二桁台の成長を維持し、受注数 660万回、流通額 747億円と対前期比でそれぞれ約14％前後の伸び

となっており、当社のフロウ（店舗の業績に連動）売上も 1,873百万円（対前期比 11.2％増）と順調に拡大して

おります。また、売上構成では、フロウ売上が全体の 41.7％（対前期比 2.1ポイント増）となり、店舗業績の拡

大施策が寄与しております。 

 

サービス全体での累計契約件数は 28,865件（前期末比 3,908契約減）となっています。主な減少要因は依存販

路の店舗数の減少（前期末比 3,174契約減）です。また、自社販路経由の店舗数自体も減少しておりますが、現在

当社では、システム提供モデルからマーケティング支援モデルへ事業モデルの転換を図るなか、従来のように全て

の見込顧客に対応するのではなく、成長が期待できフロウ売上への貢献が見込まれる店舗様を中心に獲得を進める

よう営業方針を改めた結果です。なお、依存販路の減少によるストック（契約店舗数に連動）売上、流通総額への

影響は軽微であり、成長が期待でき、フロウ売上への貢献が見込まれる店舗様の増加が流通総額の増大に大きく寄

与するものと考えております。 
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以上の結果、当期の売上高は 4,493百万円（対前期比 5.7％増）、営業利益は 606百万円（対前期比 17.5％増）

となりました。 

 

（集客事業 / 株式会社プレシジョンマーケティング） 

 

連結子会社である株式会社プレシジョンマーケティングにおいては、リスティング広告を中心とした、ＷＥＢマ

ーケティングサービスを提供しております。 

 

当該市場の成長率は著しく、前期までは事業規模拡大のため、利益率よりも広告取扱総量の増大を重視してきま

したが、安定的な案件獲得や資金繰りの改善を受け、利益率の低い大手依存度を下げております。その結果、当期

の売上高は同社前期比で１.１倍の 1,657百万円、営業利益は 41百万円となり、利益を生む構造になりつつありま

す。 

 

なお、前期まで「広告事業」というセグメント名称で表記しておりました同事業について、当期より、より事業

内容に則した「集客事業」という名称に変更しております。 

 

② 次期の見通し 

当社は、店舗システム提供のＡＳＰ事業を1999年にパイオニアとしてスタートしましたが、ＥＣ第二楽章を認識し

ているとおり、システムＡＳＰ事業は、10年以上を経て、成長の段階も、アーリーアダプターステージから、マジョ

リティーステージに入り、後発他社も数十社を超える程になっております。マーケットのボリュームはまだこれまで

と同等近くが残っていますが、アマゾン社による全委託型ＥＣが当社事業領域にも一部食い込んでいたり、当社同様

の事業者が増えている事、さらに個人向けがメインながら無料ＥＣも台頭している事などからも、この先５年10年の

単位ではこれまでの成長を望むには、コスト高になると考えています。したがいまして、前期よりこれに備えた投資

を行った事同様に、その投資効果を確認できた当期であったため、方向性の見込みに狂いがない事が分かったので、

来期は、さらにその先を見据えたＥＣ事業を開発してゆく計画です。これらの投資に伴い、来期については、売上高

は続伸させるものの、利益面では過去最大の資金投下を予定し、当期を大きく下回る見込みです。 
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（契約件数と売上・利益の四半期推移） 
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依存販路・ﾎｽﾃｨﾝｸﾞ系 

 自社販路ｼｮｯﾌﾟ系 

平成 25 年３月期 平成 24 年３月期 
累計契約件数 

（件） 
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 営業利益（百万円） 

 経常利益（百万円） 

 売上高（百万円） 

営業・経常利益 
（百万円） 

平成 25 年３月期 平成 24 年３月期 

 

累計契約件数 
（件） 

 

売上高 
（百万円） 
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（販路別契約件数の四半期推移） 

 

自社販路件数推移 

 
平成25年３月期 

第１四半期 

平成25年３月期 

第２四半期 

平成25年３月期 

第３四半期 

平成25年３月期 

第４四半期 

新規契約件数 

（内 ショップ系） 

（内 ホスティング系） 

929  

(903) 

(26) 

940  

(909) 

(31) 

788  

(779) 

(9) 

902  

(892) 

(10) 

解約件数 

（内 ショップ系） 

（内 ホスティング系） 

1,185  

(1,146) 

(39) 

1,045  

(1,005) 

(40) 

1,030  

(994) 

(36) 

1,033  

(1,002) 

(31) 

累計件数 

（内 ショップ系） 

（内 ホスティング系） 

19,211  

(17,861) 

(1,350) 

19,106  

(17,765) 

(1,341) 

18,864  

(17,550) 

(1,314) 

18,733  

(17,440) 

(1,293) 
 

 

依存販路件数推移 

 
平成25年３月期 

第１四半期 

平成25年３月期 

第２四半期 

平成25年３月期 

第３四半期 

平成25年３月期 

第４四半期 

新規契約件数 

（内 ショップ系） 

（内 ホスティング系） 

3  

(0) 

(3) 

3  

(0) 

(3) 

9  

(0) 

(9) 

5  

(1) 

(4) 

解約件数 

（内 ショップ系） 

（内 ホスティング系） 

969  

(641) 

(328) 

965  

(845) 

(120) 

811  

(734) 

(77) 

449  

(410) 

(39) 

累計件数 

（内 ショップ系） 

（内 ホスティング系） 

12,340  

(10,365) 

(1,975) 

11,378  

(9,520) 

(1,858) 

10,576  

(8,786) 

(1,790) 

10,132  

(8,377) 

(1,755) 

 

 

（販路別契約件数の年度推移） 

 

自社販路件数推移 

 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期 

新規契約件数 

（内 ショップ系） 

（内 ホスティング系） 

5,660  

(5,342) 

(318) 

5,727  

(5,553) 

(174) 

4,869  

(4,754) 

(115) 

3,559  

(3,483) 

(76) 

解約件数 

（内 ショップ系） 

（内 ホスティング系） 

3,463  

(3,383) 

(80) 

4,152  

(3,972) 

(180) 

4,360  

(4,208) 

(152) 

4,293  

(4,147) 

(146) 

累計件数 

（内 ショップ系） 

（内 ホスティング系） 

17,383  

(15,977) 

(1,406) 

18,958  

(17,558) 

(1,400) 

19,467  

(18,104) 

(1,363) 

18,733  

(17,440) 

(1,293) 
 

 

依存販路件数推移 

 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期 

新規契約件数 

（内 ショップ系） 

（内 ホスティング系） 

3,487  

(1,580) 

(1,907) 

2,839  

(1,871) 

(968) 

679  

(505) 

(174) 

20  

(1) 

(19) 

解約件数 

（内 ショップ系） 

（内 ホスティング系） 

4,718  

(2,455) 

(2,263) 

5,485  

(2,794) 

(2,691) 

15,677  

(2,564) 

(13,113) 

3,194  

(2,630) 

(564) 

累計件数 

（内 ショップ系） 

（内 ホスティング系） 

30,950  

(13,988) 

(16,962) 

28,304  

(13,065) 

(15,239) 

13,306  

(11,006) 

(2,300) 

10,132  

(8,377) 

(1,755) 
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（主要サービス別契約件数の四半期推移） 

 

Ｅコマース用レンタルサーバー件数推移 

 
平成25年３月期 

第１四半期 

平成25年３月期 

第２四半期 

平成25年３月期 

第３四半期 

平成25年３月期 

第４四半期 

新規契約件数 

（内 直販件数） 

（内 代理店販売件数） 

（内 ＯＥＭ販売件数） 

41  

(20) 

(21) 

(0) 

41  

(17) 

(24) 

(0) 

19  

(5) 

(14) 

(0) 

19  

(9) 

(10) 

(0) 

解約件数 

（内 直販件数） 

（内 代理店販売件数） 

（内 ＯＥＭ販売件数） 

895  

(136) 

(283) 

(476) 

825  

(91) 

(231) 

(503) 

651  

(96) 

(185) 

(370) 

251  

(91) 

(160) 

(0) 

累計件数 

（内 直販件数） 

（内 代理店販売件数） 

（内 ＯＥＭ販売件数） 

10,020  

(2,809) 

(6,338) 

(873) 

9,236  

(2,735) 

(6,131) 

(370) 

8,604  

(2,644) 

(5,960) 

(0) 

8,372  

(2,562) 

(5,810) 

(0) 

 

 

ショッピングカートＡＳＰ件数推移 

 
平成25年３月期 

第１四半期 

平成25年３月期 

第２四半期 

平成25年３月期 

第３四半期 

平成25年３月期 

第４四半期 

新規契約件数 

（内 直販件数） 

（内 代理店販売件数） 

（内 ＯＥＭ販売件数） 

3  

(3) 

(0) 

(-) 

1  

(1) 

(0) 

(-) 

2  

(2) 

(0) 

(-) 

2  

(2) 

(0) 

(-) 

解約件数 

（内 直販件数） 

（内 代理店販売件数） 

（内 ＯＥＭ販売件数） 

39  

(22) 

(17) 

(-) 

25  

(12) 

(13) 

(-) 

26  

(19) 

(7) 

(-) 

13  

(7) 

(6) 

(-) 

累計件数 

（内 直販件数） 

（内 代理店販売件数） 

（内 ＯＥＭ販売件数） 

523  

(340) 

(183) 

(-) 

499  

(329) 

(170) 

(-) 

475  

(312) 

(163) 

(-) 

464  

(307) 

(157) 

(-) 

 

 

ウェブショップ総合パッケージ件数推移 

 
平成25年３月期 

第１四半期 

平成25年３月期 

第２四半期 

平成25年３月期 

第３四半期 

平成25年３月期 

第４四半期 

新規契約件数 

（内 直販件数） 

（内 代理店販売件数） 

（内 ＯＥＭ販売件数） 

888  

(712) 

(176) 

(0) 

901  

(700) 

(201) 

(0) 

776  

(639) 

(137) 

(0) 

886  

(721) 

(165) 

(0) 

解約件数 

（内 直販件数） 

（内 代理店販売件数） 

（内 ＯＥＭ販売件数） 

1,220  

(781) 

(167) 

（272) 

1,160  

(711) 

(168) 

（281) 

1,164  

(724) 

(144) 

（296) 

1,218  

(755) 

(130) 

（333) 

累計件数 

（内 直販件数） 

（内 代理店販売件数） 

（内 ＯＥＭ販売件数） 

21,008  

(11,447) 

(3,089) 

(6,472) 

20,749  

(11,436) 

(3,122) 

(6,191) 

20,361  

(11,351) 

(3,115) 

(5,895) 

20,029  

(11,317) 

(3,150) 

(5,562) 
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（主要サービス別契約件数の年度推移） 

 

Ｅコマース用レンタルサーバー件数推移 

 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期 

新規契約件数 

（内 直販件数） 

（内 代理店販売件数） 

（内 ＯＥＭ販売件数） 

2,364 

(213) 

(291) 

(1,860) 

1,219 

(133) 

(153) 

(933) 

343 

(96) 

(106) 

(141) 

120 

(51) 

(69) 

(0) 

解約件数 

（内 直販件数） 

（内 代理店販売件数） 

（内 ＯＥＭ販売件数） 

5,507 

(820) 

(2,117) 

(2,570) 

6,148 

(746) 

(1,393) 

(4,009) 

15,930 

(581) 

(1,066) 

(14,283) 

2,622 

(414) 

(859) 

(1,349) 

累計件数 

（内 直販件数） 

（内 代理店販売件数） 

（内 ＯＥＭ販売件数） 

31,390 

(4,023) 

(8,800) 

(18,567) 

26,461 

(3,410) 

(7,560) 

(15,491) 

10,874 

(2,925) 

(6,600) 

(1,349) 

8,372 

(2,562) 

(5,810) 

(0) 

 

 

ショッピングカートＡＳＰ件数推移 

 
平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期 

新規契約件数 

（内 直販件数） 

（内 代理店販売件数） 

（内 ＯＥＭ販売件数） 

65 

(60) 

(5) 

(-) 

52 

(51) 

(1) 

(-) 

11 

(11) 

(0) 

(-) 

8 

(8) 

(0) 

(-) 

解約件数 

（内 直販件数） 

（内 代理店販売件数） 

（内 ＯＥＭ販売件数） 

248 

(173) 

(75) 

(-) 

241 

(186) 

(55) 

(-) 

137 

(84) 

(53) 

(-) 

103 

(60) 

(43) 

(-) 

累計件数 

（内 直販件数） 

（内 代理店販売件数） 

（内 ＯＥＭ販売件数） 

874 

(567) 

(307) 

(-) 

685 

(432) 

(253) 

(-) 

559 

(359) 

(200) 

(-) 

464 

(307) 

(157) 

(-) 

 

 

ウェブショップ総合パッケージ件数推移 

 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期 

新規契約件数 

（内 直販件数） 

（内 代理店販売件数） 

（内 ＯＥＭ販売件数） 

6,718 

(4,067) 

(1,097) 

(1,554) 

7,295 

(4,370) 

(1,065) 

(1,860) 

5,194 

(3,824) 

(870) 

(500) 

3,451 

(2,772) 

(679) 

(0) 

解約件数 

（内 直販件数） 

（内 代理店販売件数） 

（内 ＯＥＭ販売件数） 

2,426 

(1,723) 

(392) 

(311) 

3,248 

(2,379) 

(526) 

(343) 

3,970 

(2,794) 

(622) 

(554) 

4,762 

(2,971) 

(609) 

(1,182) 

累計件数 

（内 直販件数） 

（内 代理店販売件数） 

（内 ＯＥＭ販売件数） 

16,069 

(8,495) 

(2,293) 

(5,281) 

20,116 

(10,486) 

(2,832) 

(6,798) 

21,340 

(11,516) 

(3,080) 

(6,744) 

20,029 

(11,317) 

(3,150) 

(5,562) 
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（売上高) 

① 構成別内訳 
 

平成25年３月期（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

セグメント 
の名称 

構成別 売上高(千円) 前年同期比(％) 

ＥＣ事業 

ストック（契約店舗数に連動） 2,372,282 99.8 

フロウ（店舗業績に連動） 1,873,575 111.2 

その他（クロスセル・セミナー等） 247,379 131.2 

小計 4,493,237 105.7 

集客事業 
集客 1,469,695 135.3 

小計 1,469,695 135.3 

合計 5,962,932 111.7 

 
② 商品別内訳 

 

平成25年３月期（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

セグメント 
の名称 

商品別 売上高(千円) 前年同期比(％) 

ＥＣ事業 

ネットショップ総合パッケージ 3,630,421 111.8 

レンタルサーバー 636,174 76.1 

ショッピングカート機能 73,980 80.2 

その他インターネット関連サービス 152,660 202.9 

小計 4,493,237 105.7 

集客事業 
ＷＥＢマーケティング 1,469,695 135.3 

小計 1,469,695 135.3 

合計 5,962,932 111.7 

(注)１ 連結子会社による売上高を「集客事業」とし、内部売上高を含めていません。 

２ 当社は、平成24年３月期第１四半期から四半期連結財務諸表を作成していますが、連結子会社の連結基準日を前第１四半期連

結累計期間の末日としたため、平成24年３月期の連結子会社の売上高は、実質９ヵ月間となります。 
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(2) 財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末における総資産は、4,434百万円となりました。 

当連結会計年度末における財政状態は次のとおりです。 

（資産） 

当連結会計年度末における資産の残高は、前連結会計年度末比で 421百万円増加し、4,434百万円となりました。

これは主に、現金及び預金の増加 546百万円、売掛金の減少 104百万円によるものです。 

（負債） 

当連結会計年度末における負債の残高は、前連結会計年度末比で 109百万円増加し、2,313百万円となりました。

これは主に、買掛金の増加 134百万円、未払法人税等の増加 101百万円、預り金の減少 77百万円によるものです。 

（純資産） 

当連結会計年度末における純資産の残高は、前連結会計年度末比で 311百万円増加し、2,120百万円となりまし

た。これは、平成24年３月期の配当金支払 97百万円があったものの、当期純利益として 389百万円計上したこと

によります。これにより自己資本比率は 47.2％（前連結会計年度末比 2.5ポイント増）となりました。 

 

② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末比で 146

百万円増加し、2,473百万円（前連結会計年度末比 6.3％増）となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローは次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における営業活動による資金の増加は、828百万円（前連結会計年度は 592百万円の増加）とな

りました。主な増加要因は、税金等調整前当期純利益 659百万円、仕入債務の増加 228百万円、減価償却費 204

百万円であり、主な減少要因は、法人税等の支払額 165百万円、預り金の減少 77百万円によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における投資活動による資金の減少は、587百万円（前連結会計年度は 82百万円の減少）となり

ました。これは主に、定期預金の預入による支出 400百万円、サーバー等の購入に伴う有形固定資産の取得による

支出 92百万円、ソフトウエア開発に伴う無形固定資産の取得による支出 87百万円によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における財務活動による資金の減少は、103百万円（前連結会計年度は 159百万円の減少）とな

りました。これは主に、配当金の支払額 97百万円によるものです。 
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③ キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
第11期 

 
平成21年３月期 

第12期 
 

平成22年３月期 

第13期 
 

平成23年３月期 

第14期 
 

平成24年３月期 

第15期 
 

平成25年３月期 

自己資本比率（％） ― ― ― 44.7 47.2 

時価ベースの自己資本比率（％） ― ― ― 79.5 116.2 

キャッシュ・フロー 
対有利子負債比率（％） 

― ― ― 3.5 1.8 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） ― ― ― 975.6 2,925.7 

(注) １  各指標の算出方法は、以下のとおりです。 

（1）自己資本比率：自己資本／総資産 

（2）時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

（3）キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業活動によるキャッシュ・フロー 

（4）インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業活動によるキャッシュ・フロー／利払い 

２  株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しています。 

３  有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としています。また、

利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しています。 

４  前連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、平成 23 年３月期以前の数値については記載していません。 

 
 

(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、当社グループ全体の経営成績、財政状態、配当性向及び将来の事業展開のための内部留保の充実など、バ

ランスを総合的に勘案して成果の配分を行うことを基本方針としております。なかでも、株主の皆様へ安定した利益

還元を行うことは最重要課題のひとつと考えており、基本方針に基づいた株主の皆様への積極的な利益還元を行って

まいります。 

また、当社では、当社取締役と従業員が業績に対する意欲を一層高めること、当社監査役の適正な監査に対する意

識を高めること、また、社外協力者の当社に対する参加意識を高めることにより、当社の健全な経営と社会的信頼の

向上を図ることを目的として、ストック・オプションの付与を実施しております。これは、当社取締役等の意欲や士

気の向上が、株主の皆様の利益に直結することを意図したものであります。 

なお、平成25年３月期の配当については、この決算短信の開示時点において未確定であり、決定次第お知らせいた

します。 

 
 

 (4) 事業等のリスク 

以下において、当社グループの事業の展開上、リスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載してお

ります。当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努め

る方針ですが、当社株式に関する投資判断は、本項及び本書中の本項以外の記載内容も併せて、慎重に検討した上で

行われる必要があると考えております。また、以下の記載は当社株式への投資に関連するリスクを全て網羅するもの

ではありませんので、ご留意下さい。 

なお、本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は本書提出日現在において当社が判断

したものであり、不確実性を内在していることから、実際の結果と異なる可能性があります。 
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① 事業環境について 

(a-1) Ｅコマース市場について 

当社グループは、大企業から個人事業主まで、幅広い層をターゲットとして、Ｅコマース（インターネットを利用

した商取引）を行うための各種サービスを提供しております。当社グループの事業マーケットであるＥコマース市場

は、引き続き堅調な推移で拡大を続けておりますが、拡大に伴い、安定性・信頼性が損なわれるなどの弊害の発生、

法的規制の導入などの要因により、インターネット利用者数やＥコマースの市場規模が順調に成長しないおそれがあ

ります。その場合には、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(a-2) Ｅコマース市場での競合について 

当社グループの主力サービスの一つであるＥコマースを行うための各種サービスにおいては、主に「Ｅコマース機

能への特化」という差別化によりウェブショップの開店と運営を支援することを軸として、拡大するマーケットの中

でのポジションの確立を明確にしてまいりました。インターネットビジネスが成長し続けるなか、ウェブショップ支

援事業、レンタルサーバー事業におきましては、多くの競合他社が存在し、機能競争、価格競争が活発化しておりま

す。今後においては、当社グループと同様のサービスを提供する事業者の一層の増加、資本力・ブランド力・技術力

を持つ大手企業の参入、又は全く新しいビジネスモデルや技術によるサービスを提供する事業者が出現する可能性は

否定できません。したがって、既存事業者の動向や新規参入の状況等により、当社グループのサービスが十分に差別

化できない場合、また当社グループの価格体系が競争力を失った場合等には、当社グループの事業及び業績に影響を

及ぼす可能性があります。 

 

(b-1) インターネット広告市場について 

当社グループの集客事業のメインであるインターネット広告市場は、近年インターネットの普及により、急速に拡

大してまいりました。しかしながら広告ビジネスは景気の影響を受けやすく、特に不景気になった場合、広告主の収

益悪化に伴い、広告需要が減退し、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(b-2) インターネット広告市場での競合について 

当社グループの集客事業のメインであるインターネット広告市場には、既に複数の競合事業者が存在しております。

また、市場の拡大に伴い、新たな競合事業者の参入も予想されます。このため、当社グループは、引き続き顧客ニー

ズに対応したサービスの開発等を進めて他社との差別化を図っておりますが、競合事業者によるサービス改善、新し

いビジネスモデルの登場、競合事業者の一層の増加、資本力・ブランド力・技術力を持つ大手企業の参入等により、

当社グループのサービスが競争力を失った場合等には、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

 

(c) 技術革新について 

当社グループの属するインターネット業界は、技術の進歩が著しく、新技術、新サービスが常に生み出されていま

す。今後、当社グループが想定しない新技術、新サービスの普及等により事業環境が変化した場合には、必ずしも迅

速に対応できないおそれがあり、また、新技術、新サービスに対応するための仕組みの変更や費用の支出を余儀なく

されるなど、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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② 事業内容について 

(a) 情報セキュリティについて 

当社グループは、ハッカー等の第三者からのサーバー等への侵入に対して、ネットワーク監視システムなどで常時

モニタリングを行い、データの送受信には暗号化を行うなどのセキュリティの強化に尽力しております。 

しかしながら、ハッカー等による顧客及び購入者等の個人情報、その他の重要な情報を不正に入手される可能性は

否定できません。このような事態が生じた場合には、当社グループへの法的責任の追求や企業イメージの悪化等によ

り、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(b) システムトラブルについて 

当社グループは、常に安定したサービスを提供し続けられるシステムの構築に努めております。また、サーバー等

の保管につきましては、外部のデータセンターを利用することにより、安全性の確保に努めております。しかしなが

ら、自然災害、事故等による通信ネットワークの切断、急激なアクセスの増大によるシステムの不具合、ハードウェ

アの故障、各種作業における人為的ミス等によるサービスの停止、中断の可能性は否定できません。このような事態

が生じた場合には、当社グループへの法的責任の追求や企業イメージの悪化等により、当社グループの事業及び業績

に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(c) 顧客の違法行為及びトラブル等による当社グループへの影響について 

当社グループでは、各種サービスにおいて、サービスの申込時に、顧客の属性、販売予定商品、広告内容等を把握

するよう努めております。また、当社グループのサービスを利用した公序良俗又は法令に違反する行為を禁止するこ

と、当社グループは顧客と購入者又は第三者との紛争に関し一切責任を負わないこと等を顧客に告知しております。

加えて、インターネット上の違法または有害な情報について、送信防止措置等の対応をとるとともに、必要に応じて、

顧客への改善要求や行政機関への情報開示等を行っております。しかしながら、人的資源の制約等から顧客の属性や

取引の状況等を完全に把握することは難しく、顧客の違法行為等が発生した場合、また、顧客の行為に起因するトラ

ブルが生じた場合には、当社グループへの法的責任の追求や企業イメージの悪化等により、当社グループの事業及び

業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(d) 販売体制について 

当社グループは、小規模組織であることから、創業当初より、複数の異なる販路をもつ販売代理店と提携すること

により、多様な層の顧客を取り込んでまいりました。一方で、当社グループサービスの理解と長期の利用を目的に、

直販にも注力しており、顧客との信頼関係の構築に尽力しております。今後においても直販の強化を継続するととも

に、代理店販売等の追加を行い、営業力の総合的な強化を図ってまいりますが、見込み顧客の減少、顧客獲得数の減

少や、獲得効率の低下による費用の増大などにより、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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(e) 個人情報保護について 

当社グループは、各種サービスの提供過程において、それぞれのサービス提供に必要となる個人情報を取得してお

ります。その結果、当社グループは個人情報取扱事業者としての義務を課されており、個人情報保護規程の制定、遵

守とともに、社員教育のための啓蒙活動の実施、システム面のセキュリティ向上策としての「TRUSTe」取得等、その

適切な取り扱いに尽力しております。しかしながら、情報の外部流出や悪用等のトラブルが発生した場合には、当社

グループへの法的責任の追求や企業イメージの悪化等により、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性が

あります。 

 

③ 事業体制について 

(a) グループ経営について 

当社グループは、平成24年第１四半期より四半期連結財務諸表を作成し、連結グループ経営を開始しております。

当社は、連結子会社についてその運営にあたり、適切な管理及び支援を行っております。しかしながら、当社による

連結子会社への管理及び支援が適切に行われず、当該連結子会社の業績の悪化や不祥事等が発生した場合、支援費用

の発生や企業イメージの悪化等により、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(b) 事業の拡大に伴う内部管理体制の充実について 

当社グループは、③(a)で述べたとおり、連結グループ経営を開始し、新たな事業分野に進出し、事業の拡大を図

っております。それに伴い、適正な連結財務諸表の作成、内部統制の徹底、コンプライアンス対策の強化等、当該事

業拡大を支える内部管理体制の充実に努めております。しかしながら、体制の整備が事業の拡大に追い付かず、内部

管理体制が不十分になり、不祥事等が発生した場合、当社グループへの法的責任の追求や企業イメージの悪化等によ

り、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(c) 小規模組織であることについて 

当社グループは、平成25年３月31日現在、従業員数169名と組織が小さく内部管理体制もこのような規模に応じた

ものとなっています。今後におきましては、必要に応じて人員の増員を図っていく方針ですが、人員の増加に対する

管理体制の構築が順調に進まない場合には、業務に支障をきたす可能性があり、当社グループの事業及び業績に影響

を及ぼす可能性があります。 

 

(d) 人的資源について 

当社グループは、顧客のサポートが重要であると認識し、様々な手法による顧客サポートを行っております。また、

当社グループの属するインターネット業界は変化が速いことから、市場のニーズに迅速に対応し、既存サービスの改

善、拡充を図るとともに、新たな付加価値を持つサービスの企画、開発を適時に進める方針です。さらに、管理体制

の維持構築、財務報告の信頼性を高めるためには、管理部門の一層の強化が不可欠です。そのようななか、当社グル

ープでは、社員、契約社員、派遣社員、アルバイト等が、採用形態を問わず各種の業務に従事しておりますが、それ

ら従業員が退職した場合に、当社グループの必要とする人材を必要数、適時に確保できる保証はなく、また、計画通

りの人材育成や適正な人員配置が行われない場合には、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 
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(e) 代表者への依存について 

当社の創業者であり代表取締役である石村賢一は、当社グループの経営方針や戦略の決定をはじめ、新規事業や新

サービスの企画、立案、販売及び業界交流等各方面において重要な役割を果たしております。当社グループは、同氏

に過度に依存しない経営体制の構築を進めるとともに、人材の育成や、外部からの人材の確保等により権限の委譲を

進めておりますが、何らかの理由により同氏が退任するような事態が生じた場合には、当社グループの事業及び業績

に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(f) 関連当事者との関係について 

ヤフー株式会社は当社議決権数の32.5％を所有する当社の主要株主である筆頭株主であり、「その他の関係会社」

に該当します。当社グループは、同社との資本提携により、インターネット関連事業における両者の強みを活かし、

緊密な連携・協力を進めることで、相互の企業価値増大を目指してまいりますが、同社の事業戦略の変更等により、

協業体制に変更が生じた場合には、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(g) ＥＣ事業における主要取引先との協業関係について 

当社グループのＥＣ事業において、三菱ＵＦＪニコス株式会社及び株式会社ジェーシービーは、重要な取引先であ

り、現在も良好な関係を保っておりますが、今後、両社の事業戦略の変更等により、当社グループとの契約について、

当社グループに不利な内容変更や、契約更新の拒絶を求められる可能性があり、その場合、当社グループの事業及び

業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(h) 広告事業における特定取引先への高い依存度について 

当社グループの事業の一つである、集客事業については、リスティング広告の販売を行うにあたり、当社グループ

は、ヤフー株式会社及びGoogle Inc.の正規代理店となっております。当社グループの当該事業において、両社のサ

ービスに対する売上高の割合は、突出して高い状況にありますが、これは、現在のリスティング広告市場が両社によ

り寡占状態にあることに起因しております。当社グループは両社と良好な関係を保っており、代理店契約も継続する

予定ではありますが、両社の経営戦略の変更等により、当社グループとの代理店契約について、当社グループに不利

な内容変更や、契約更新の拒絶を求められる可能性があり、その場合、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす

可能性があります。 

 

④ 知的財産権について 

当社グループは、独自開発のシステムやビジネスモデルに関して、特許権や実用新案権などの対象となる可能性の

あるものについては、その取得を目指して対応する方針ですが、現在、当社グループの主要なサービスのシステムや

ビジネスモデルついては、技術的、ビジネス的に特許には該当しないものと判断しており特許出願等を行っていませ

ん。今後において、当社グループのサービスに採用されている手法・仕組みの全部又は一部が、今後成立するビジネ

スモデル特許と抵触する可能性は否定できません。このような場合には、法的な紛争が生ずること、サービスの手法・

仕組みの変更を余儀なくされること、又はロイヤリティの支払い等により、当社グループの事業及び業績に影響を及

ぼす可能性があります。 
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⑤ 投融資について 

当社グループは、サービス販売等に関わる業務を有利に行うこと、また、資金の効率的な運用を目的として、投融

資を行っています。今後も、他の事業者のノウハウ獲得や、業務提携、資金運用を目的として、必要に応じて投融資

を行い、事業の拡大を図る方針です。その際の投融資額につきましては、現在の事業規模と比較して多額となる可能

性があり、当社グループの財務状況など経営全般にわたるリスクが拡大する可能性があります。また、投融資先の経

営成績又は財政状態の推移によっては、投融資額を回収できない可能性もあり、当社グループの事業及び業績に影響

を及ぼす可能性があります。 

 

⑥ コンプライアンスについて 

(a) 法的規制等について 

当社グループは、事業を運営するにあたり様々な法令、規制等の適用を受けており、「特定電気通信役務提供者の

損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律」、「特定商取引に関する法律」、「消費者契約法」、「古

物営業法」、「資金決済に関する法律」、「電気通信事業法」等の各種法令や、監督官庁の指針、ガイドライン等の

予期せぬ制定や改正により、当社グループの事業が新たな規制を受け、または既存の規制が強化された場合には、当

社グループの事業運営に制限を受ける等、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(b) 訴訟について 

当社グループが事業を展開する上では、システム障害、インターネットにおけるトラブル、個人情報の不適切な取

り扱い、知的財産権の侵害、投融資等に起因する様々な訴訟や請求の可能性を否定できず、その内容及び結果によっ

て、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。なお、過去において、当社グループの事業及び

業績に影響を与える訴訟は発生しておりません。 

 

⑦ 災害等について 

当社グループは、地震、火山噴火、台風、洪水、津波等の自然災害、火災、停電、テロ、戦争、伝染病の蔓延その

他の要因による社会的混乱等が発生した場合に備え、事業継続計画の策定を推進する等、有事の際の対応策を事前に

検討しておりますが、これらの災害等による影響を完全に防止または軽減できず、当社グループのサービスが一時停

止する等、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。なお、当社グループの主要な事業所は東

京都に集中しており、同所において前述の災害等が発生した場合には、当社グループのサービスの一時停止等の影響

に加え、事業の継続自体が不可能になる等、当社グループの事業及び業績に特に深刻な影響を及ぼす可能性がありま

す。また、災害等の発生によって、電力その他のエネルギーの使用制限による社会インフラ能力の低下、物流の混乱、

個人消費意欲の低下等の副次的な影響により、ＥＣ事業においては顧客であるネットショップの売上高減少による手

数料収入の減少、また集客事業においては広告主の収益悪化に伴う広告需要減退による広告取扱高の減少につながる

可能性があり、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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２.企業集団の状況 

当社グループは、当社及び子会社である株式会社プレシジョンマーケティング、並びにその他２社の計４社で構成

されていますが、株式会社プレシジョンマーケティング以外の２社につきましては、本格稼動しておらず重要性が乏

しいことから、連結の範囲から除外しております。 

当社グループの事業内容は、次のとおりです。 

（1）ＥＣ事業（株式会社Ｅストアー） 

ＥＣ事業においては、ＡＳＰモデルの店舗運営システムをメインに、独自ドメインでウェブショップを運営するた

めの様々なサービス提供を行っています。 

（2）集客事業（株式会社プレシジョンマーケティング） 

集客事業においては、業種や業態を問わずインターネット広告を主として、様々なＷＥＢマーケティング手法を組

み合わせることにより、ワンストップでのＷＥＢマーケティングを提供しております。 

 

３. 経営方針 

(1) 会社の経営の基本方針 

当社グループは、Ｅコマースやインターネットにおける集客等に関連した各種サービスを提供しております。 

インターネットが広く社会に浸透し、Ｅコマース市場やインターネットにおける集客市場が拡大するなか、個人事

業主から大企業まで、顧客のニーズに合わせてそのビジネス拡大に貢献できるサービスを提供することにより、イン

ターネット社会の成長、発展に寄与し、お客様、株主様、取引先様、従業員の利益を最大化することを経営の基本方

針としております。 

 

(2) 目標とする経営指標 

当社グループは小規模であることから、売上高を伸長することが必要ですが、その過程におきましては、利益との

バランスを勘案することが重要であると考えており、「売上高経常利益率」を経営指標の判断基準としております。 

なお、当社グループを取り巻く環境は変化が激しく、見通しの数値に大きな差の生じる可能性が高いことから、具

体的な目標数値の開示は差し控えさせていただきます。 

 

(3) 中長期的な会社の経営戦略 

インターネットビジネスが成長し続けるなか、当社グループの提供するインターネット関連サービスにつきまして

は、新たなサービスの提供や、事業者間での価格競争が活発化しております。このような環境下におきまして、当社

グループは、他事業者との差別化を図るべく、薄利多売の体制からの脱却を進め、グループ各社それぞれの利点を生

かして事業の拡大を図ることを、中期的な戦略としております。当社においては、創業以来培ってきたＥコマースに

関するノウハウと、連結子会社である株式会社プレシジョンマーケティングのＷＥＢマーケティング手法を駆使して、

フロウ収益に連動した顧客売上の増大を目指すとともに、グループ全体としては、顧客層の連携による収益増大を目

指してまいります。 

また、当社グループが属するインターネットビジネス業界は順調に成長しているものの、その変化のスピードが非

常に早く、数年で次のビジネスレイヤーに移行すると予想していることから、新たな顧客ニーズ、市場ニーズに対応

した新サービスを準備することを長期的な戦略と位置付けております。 
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(4) 会社の対処すべき課題 

インターネットが広く社会に浸透し、今後も関連する事業の更なる拡大が期待されることから、当社グループの行

う各種サービスに対する需要は更に拡大するものとの見通しに基づき、将来収益への投資を優先課題として対処して

まいります。 

 

(5) その他、会社の経営上重要な事項 

ヤフー株式会社との関係について 

ヤフー株式会社は当社議決権数の32.5％を所有する当社の主要株主である筆頭株主であり、「その他の関係会社」

に該当します。当社グループは、同社との資本提携により、インターネット関連事業における両者の強みを活かし、

緊密な連携・協力を進めることで、相互の企業価値増大を目指しております。 
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(5) 連結財務諸表に関する注記事項 

(継続企業の前提に関する事項) 

該当事項はありません。 

 

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項) 

１  連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数及び名称 

連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 株式会社プレシジョンマーケティング 

(2) 非連結子会社の名称 

株式会社Ｅストアーマーケット 

株式会社パーソナルショップ 

連結の範囲から除いた理由 

株式会社Ｅストアーマーケット及び株式会社パーソナルショップは、小規模会社であり、合計の総資産、売

上高、当期純損益及び利益剰余金等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためです。 

 

２  持分法の適用に関する事項 

持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称 

インターネット・ビジネス・フロンティア株式会社 

株式会社ＥＣパートナーズ 

株式会社ＥＣホールディングス 

株式会社Ｅストアーマーケット 

株式会社パーソナルショップ 

株式会社ポイントラグ 

持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため持分法の適用範囲から除外しています。 

 

３  連結子会社の決算日に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しています。 
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４  会計処理基準に関する事項 

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しています。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しています。ただし、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出

資は、組合等の財産の持分相額を有価証券として計上し、組合等の営業により獲得した損益の持分相当額を

損益として計上する方法によっています。 

② たな卸資産 

原材料及び貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しています。 

仕掛品 

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用して

います。 

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法を採用しています。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法を採用していま

す。なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物 ８～15年 

工具、器具及び備品 ５～15年 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した

有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しています。 

これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は

それぞれ 4,809千円増加しています。 

② 無形固定資産 

自社利用のソフトウエアは社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しています。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しています。 

② 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期負担額を計上しています。 
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(4) のれんの償却方法及び償却期間 

５年間で均等償却しています。 

(5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資となっています。 

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっています。 

 

(連結貸借対照表関係)  

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりです。 

 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成25年３月31日) 

投資有価証券      25,105千円 25,105千円 

 

(連結損益計算書関係) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりです。 

 
前連結会計年度 

(自 平成23年４月１日 
  至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
  至 平成25年３月31日) 

広告宣伝費      220,830千円 240,266千円 

代理店手数料 159,132 〃 136,196 〃 

役員報酬 110,449 〃 121,440 〃 

給与      165,002 〃 136,178 〃 

賞与引当金繰入額       18,672 〃 177,745 〃 

地代家賃      135,725 〃 139,084 〃 

貸倒引当金繰入額       4,991 〃 5,501 〃 

 

※２  一般管理費に含まれる研究開発費は、次のとおりです。 

 
前連結会計年度 

(自 平成23年４月１日 
  至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
  至 平成25年３月31日) 

研究開発費      23千円 3,000千円 
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(連結包括利益計算書関係) 

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

 
前連結会計年度 

(自 平成23年４月１日 
  至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 

  至 平成25年３月31日) 

その他有価証券評価差額金   

当期発生額 △4,486千円 8,917千円 

組替調整額 △6,771 〃 474 〃 

税効果調整前       △11,258千円 9,391千円 

税効果額      4,451 〃 △3,411 〃 

その他有価証券評価差額金 △6,806千円 5,980千円 

その他の包括利益合計 △6,806千円 5,980千円 

 

 

(連結株主資本等変動計算書関係) 

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

１ 発行済株式及び自己株式に関する事項 

 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

発行済株式     

普通株式(株) 51,636 ― ― 51,636 

自己株式     

普通株式(株) 9,111 1 1 9,111 

（注）１ 自己株式の普通株式の増加１株は、連結子会社が所有する親会社株式の親会社持分による増加です。 

２ 自己株式の普通株式の減少１株は、連結子会社が所有する親会社株式の売却による減少です。 

 

２ 新株予約権等に関する事項 

会社名 内訳 
目的となる 

株式の種類 

目的となる株式の数(株) 当連結会計 

年度末残高 

(千円) 
当連結会計 

年度期首 
増加 減少 

当連結会計 

年度末 

提出会社 
平成17年新株予約権 普通株式 1,180 ― ― 1,180 ― 

平成21年新株予約権 普通株式 60 ― ― 60 2,239 

合計 1,240 ― ― 1,240 2,239 

（注）目的となる株式の数は、新株予約権が行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しております。 

 

３ 配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の 
総額(千円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成23年６月22日 
定時株主総会 

普通株式 97,807 2,300 平成23年３月31日 平成23年６月23日 

 

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

次のとおり、決議を予定しております。 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の 
総額(千円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成24年６月22日 
定時株主総会 

普通株式 
繰越利益 
剰余金 

97,807 2,300 平成24年３月31日 平成24年６月25日 

 

㈱Ｅストアー（4304）　平成25年３月期　決算短信

－29－



当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

１ 発行済株式及び自己株式に関する事項 

 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

発行済株式     

普通株式(株) 51,636 ― ― 51,636 

自己株式     

普通株式(株) 9,111 ― ― 9,111 

 

２ 新株予約権等に関する事項 

会社名 内訳 
目的となる 

株式の種類 

目的となる株式の数(株) 当連結会計 

年度末残高 

(千円) 
当連結会計 

年度期首 
増加 減少 

当連結会計 

年度末 

提出会社 
平成17年新株予約権 普通株式 1,180 ― 83 1,097 ― 

平成21年新株予約権 普通株式 60 ― ― 60 2,239 

合計 1,240 ― 83 1,157 2,239 

（注）目的となる株式の数は、新株予約権が行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しております。 

 

３ 配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の 
総額(千円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成24年６月22日 
定時株主総会 

普通株式 97,807 2,300 平成24年３月31日 平成24年６月25日 

 

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

平成25年３月期の配当については、この決算短信の開示時点において未確定であり、決定次第お知らせいたします。 

 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 
前連結会計年度 

(自 平成23年４月１日 
  至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
  至 平成25年３月31日) 

現金及び預金      2,327,166千円 2,873,534千円 

預入期間が３か月を超える定期預金 ― △400,000  〃  

現金及び現金同等物 2,327,166千円 2,473,534千円 
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(金融商品関係) 

１．金融商品の状況に関する事項  

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、運転資金は主に自己資金により賄っていますが、一部銀行借入により調達しています。また、

一時的な余資については、原則として預金等を中心として元本が保証されるか、もしくはそれに準じる安全性の

高い金融資産で運用を行っています。なお、デリバティブに関連する取引は行っていません。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されていますが、当社は、販売管理規程に従い、営業債権に

ついて、販売担当部門と財務経理担当部門、課金担当部門が主要な取引先の状況についての情報を共有し、取引

相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図ってい

ます。連結子会社についても、当社の販売管理規程に準じて、同様の管理を行っています。 

投資有価証券は、主に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式及び組合出資金であり、純投資目的

及び事業推進目的で保有しています。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格

の変動リスクに晒されていますが、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業と

の関係を勘案して保有状況を継続的に見直しています。 

営業債務である買掛金及び未払金並びに預り金は、そのすべてが１年以内の支払期日です。 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することもあります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項  

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極め

て困難と認められるものは、次表には含まれていません（（注２）参照）。 

前連結会計年度（平成24年３月31日）                            （単位：千円） 

 連結貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 現金及び預金 2,327,166 2,327,166 ― 

(2) 売掛金 749,471   

貸倒引当金(※1) △4,991   

 744,479 744,479 ― 

(3) 投資有価証券    

その他有価証券 7,159 7,159 ― 

(4) 敷金 116,439 107,733 △8,706 

資産計 3,195,245 3,186,539 △8,706 

(1) 買掛金 

(2) 未払金 

(3) 未払法人税等 

(4) 預り金 

(5) 長期借入金(※2) 

276,188 

144,639 

71,901 

1,465,405 

21,000 

276,188 

144,639 

71,901 

1,465,405 

21,042 

― 

― 

― 

― 

42 

負債計 1,979,135 1,979,178 42 

※1 売掛金に対応する一般貸倒引当金を控除しております。 

※2 長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金が含まれています。 

 

当連結会計年度（平成25年３月31日）                            （単位：千円） 

 連結貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 現金及び預金 2,873,534 2,873,534 ― 

(2) 売掛金 644,584   

貸倒引当金(※1) △5,501   

 639,082 639,082 ― 

(3) 投資有価証券    

その他有価証券 37,437 37,437 ― 

(4) 敷金 117,500 114,550 △2,950 

資産計 3,667,555 3,664,605 △2,950 

(1) 買掛金 

(2) 未払金 

(3) 未払法人税等 

(4) 預り金 

(5) 長期借入金(※2) 

410,915 

117,059 

173,407 

1,387,886 

15,000 

410,915 

117,059 

173,407 

1,387,886 

15,021 

― 

― 

― 

― 

21 

負債計 2,104,269 2,104,291 21 

※1 売掛金に対応する一般貸倒引当金を控除しております。 

※2 長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金が含まれています。 
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(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

資 産 

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

(3) 投資有価証券 

これらの時価について、取引所の価格によっています。 

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。 

(4) 敷金 

敷金の時価については、返還時期を見積ったうえ、将来キャッシュ・フローを無リスクの利子率で割引いて算

定する方法によっています。 

負 債 

(1) 買掛金、 (2) 未払金、(3) 未払法人税等、(4) 預り金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。 

(5) 長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割引いて

算定する方法によっています。 

 

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額 

（単位：千円） 

区分 平成24年３月31日 平成25年３月31日 

非上場株式 25,105 25,105 

その他 9,625 623 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、「(3)

投資有価証券 その他有価証券」には含めていません。 
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(注３) 金銭債権の決算日後の償還予定額 

前連結会計年度（平成24年３月31日）                           （単位：千円） 

 １年内 
１年超 

２年内 

２年超 

３年内 

３年超 

４年内 

４年超 

５年内 
５年超 

現金及び預金 2,327,166 ― ― ― ― ― 

売掛金 749,471 ― ― ― ― ― 

投資有価証券       

その他有価証券

のうち満期があ

るもの 

      

外国債券 ―  ― 7,216 ― ― ― 

長期貸付金(※) 5,640 5,651 4,608 ― ― ― 

合計 3,082,277 5,651 11,824 ― ― ― 

※ 長期貸付金には、短期貸付金が含まれています。 

 

当連結会計年度（平成25年３月31日）                           （単位：千円） 

 １年内 
１年超 

２年内 

２年超 

３年内 

３年超 

４年内 

４年超 

５年内 
５年超 

現金及び預金 2,873,534 ― ― ― ― ― 

売掛金 644,584 ― ― ― ― ― 

投資有価証券       

その他有価証券

のうち満期があ

るもの 

      

外国債券 ― 7,435 ― ― ― ― 

長期貸付金(※) 5,041 5,049 369 ― ― ― 

合計 3,523,160 12,484 369 ― ― ― 

※ 長期貸付金には、短期貸付金が含まれています。 

 
(注４) 長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

前連結会計年度（平成24年３月31日）                           （単位：千円） 

 １年内 
１年超 

２年内 

２年超 

３年内 

３年超 

４年内 

４年超 

５年内 
５年超 

長期借入金 6,000 6,500 6,000 2,500 ― ― 

合計 6,000 6,500 6,000 2,500 ― ― 

 

当連結会計年度（平成25年３月31日）                           （単位：千円） 

 １年内 
１年超 

２年内 

２年超 

３年内 

３年超 

４年内 

４年超 

５年内 
５年超 

長期借入金 6,500 6,000 2,500 ― ― ― 

合計 6,500 6,000 2,500 ― ― ― 
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(有価証券関係) 

１．その他有価証券 

前連結会計年度（平成24年３月31日）                             （単位：千円） 

区分 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの ― ― 

 

― 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの 

   

株式 105 138 △32 

外国債券 7,053 7,561 △507 

合計 7,159 7,770 △540 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額 0千円）、投資事業組合出資（連結貸借対照表計上額 9,625千円）については、市場価

格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めていません。 

 

当連結会計年度（平成25年３月31日）                             （単位：千円） 

区分 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの 

  
 

 

その他 30,076 23,946 6,130 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの 

   

外国債券 7,360 7,561 △200 

合計 37,437 31,507 5,929 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額 0千円）、投資事業組合出資（連結貸借対照表計上額 623千円）については、市場価格

がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めていません。 

 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

前連結会計年度（自 平成23年４月１日  至 平成24年３月31日）              （単位：千円） 

区分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

株式 4,605 2,683 220 

その他 70,163 8,416 1,846 

合計 74,769 11,099 2,067 

 

当連結会計年度（自 平成24年４月１日  至 平成25年３月31日）              （単位：千円） 

区分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

株式 10,019 3,088 336 

その他 9,694 ― 305 

合計 19,714 3,088 642 
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３．減損処理を行った有価証券 

前連結会計年度（自 平成23年４月１日  至 平成24年３月31日）   

当連結会計年度において、投資有価証券について 19,789千円（関連会社株式 19,789千円）の減損処理を行って

います。 

 

当連結会計年度（自 平成24年４月１日  至 平成25年３月31日）   

当連結会計年度において、投資有価証券について 203千円（非連結子会社株式 203千円）の減損処理を行ってい

ます。 

 

(デリバティブ取引関係) 

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため該当事項はありません。 

 

(退職給付関係) 

該当事項はありません。 
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(ストック･オプション等関係) 

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

１．当連結会計年度における費用計上額及び科目名 
該当事項はありません。 

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 
（1）ストック・オプションの内容 

決議年月日 平成17年６月24日 

付与対象者の区分及び数（名） 

当社取締役 ６ 

当社監査役 ３ 

当社従業員 56 

社外協力者 ５ 

株式の種類及び付与数（株）（注） 普通株式 1,840 

付与日 平成17年12月16日 

権利確定条件 

① 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時にお
いても、当社の取締役、監査役及び従業員であること
を要する。ただし、社命による転籍の場合は除く。 

② 対象者のうち、社外協力者は新株予約権の行使時に
おいても、社外協力者であることを要する。 

③ この他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結
する新株予約権割当契約に定めるところによる。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間 平成19年７月１日～平成27年３月31日まで 

（注）株式数に換算して記載しております。 

 

決議年月日 平成21年５月20日 

付与対象者の区分及び数（名） 
当社取締役 ２ 

当社従業員 １ 

株式の種類及び付与数（株）（注） 普通株式 60 

付与日 平成21年６月１日 

権利確定条件 

① 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時にお
いても、当社の取締役、監査役及び従業員であること
を要する。ただし、社命による転籍の場合は除く。 

② 権利を与えられた者が死亡した場合は、その死亡時
において本人が行使しうる株式数を上限として６ヶ
月以内（ただし、新株予約権の行使期間の末日までと
する）に相続人の行使を認める。なお、行使開始日以
前に死亡した場合は、相続を認めない。 

③ 新株予約権の質入その他一切の処分は認めないもの
とする。 

④ この他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結
する新株予約権割当契約に定めるところによる。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間 平成22年７月１日～平成30年３月31日まで 

（注）株式数に換算して記載しております。 
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（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度（平成24年３月期）において存在したストック･オプションを対象とし、ストック･オプションの

数については、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

決議年月日 平成17年６月24日 平成21年５月20日 

権利確定前                                                     

 期首（株） ― ― 

 付与（株） ― ― 

 失効（株） ― ― 

 権利確定（株） ― ― 

 未確定残（株） ― ― 

権利確定後   

 期首（株） 1,180 60 

 権利確定（株） ― ― 

 権利行使（株） ― ― 

 失効（株） ― ― 

未行使残（株） 1,180 60 

② 単価情報 

決議年月日 

 
平成17年６月24日 平成21年５月20日 

権利行使価格              (円) 320,000 70,916 

行使時平均株価             (円) ― ― 

付与日における公正な評単価 (円) ― 37,324 
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当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

１．当連結会計年度における費用計上額及び科目名 
該当事項はありません。 

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 
（1）ストック・オプションの内容 

決議年月日 平成17年６月24日 

付与対象者の区分及び数（名） 

当社取締役 ６ 

当社監査役 ３ 

当社従業員 56 

社外協力者 ５ 

株式の種類及び付与数（株）（注） 普通株式 1,840 

付与日 平成17年12月16日 

権利確定条件 

① 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時にお
いても、当社の取締役、監査役及び従業員であること
を要する。ただし、社命による転籍の場合は除く。 

② 対象者のうち、社外協力者は新株予約権の行使時に
おいても、社外協力者であることを要する。 

③ この他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結
する新株予約権割当契約に定めるところによる。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間 平成19年７月１日～平成27年３月31日まで 

（注）株式数に換算して記載しております。 

 

決議年月日 平成21年５月20日 

付与対象者の区分及び数（名） 
当社取締役 ２ 

当社従業員 １ 

株式の種類及び付与数（株）（注） 普通株式 60 

付与日 平成21年６月１日 

権利確定条件 

① 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時にお
いても、当社の取締役、監査役及び従業員であること
を要する。ただし、社命による転籍の場合は除く。 

② 権利を与えられた者が死亡した場合は、その死亡時
において本人が行使しうる株式数を上限として６ヶ
月以内（ただし、新株予約権の行使期間の末日までと
する）に相続人の行使を認める。なお、行使開始日以
前に死亡した場合は、相続を認めない。 

③ 新株予約権の質入その他一切の処分は認めないもの
とする。 

④ この他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結
する新株予約権割当契約に定めるところによる。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間 平成22年７月１日～平成30年３月31日まで 

（注）株式数に換算して記載しております。 
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（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度（平成25年３月期）において存在したストック･オプションを対象とし、ストック･オプションの

数については、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

決議年月日 平成17年６月24日 平成21年５月20日 

権利確定前                                                     

 期首（株） ― ― 

 付与（株） ― ― 

 失効（株） ― ― 

 権利確定（株） ― ― 

 未確定残（株） ― ― 

権利確定後   

 期首（株） 1,180 60 

 権利確定（株） ― ― 

 権利行使（株） ― ― 

 失効（株） 83 ― 

未行使残（株） 1,097 60 

② 単価情報 

決議年月日 

 
平成17年６月24日 平成21年５月20日 

権利行使価格              (円) 320,000 70,916 

行使時平均株価             (円) ― ― 

付与日における公正な評単価 (円) ― 37,324 
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(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
前連結会計年度 

(自 平成23年４月１日 
  至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
  至 平成25年３月31日) 

(流動の部)   

繰延税金資産   

貸倒損失否認      23,633千円 26,039千円 

賞与引当金繰入限度超過額       23,276 〃 23,635 〃 

未払事業税 5,774 〃 13,873 〃 

未払賞与 4,492 〃 4,301 〃 

その他 5,509 〃 5,372 〃 

繰延税金資産の純額 62,685千円 73,221千円 

   

(固定の部)   

繰延税金資産   

投資有価証券評価損否認 18,703千円 17,582千円 

資産除去債務 3,893 〃 4,446 〃 

新株予約権 797 〃 797 〃 

その他有価証券評価差額金 1,304 〃 ― 

その他 349 〃 201 〃 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 ― △2,106千円 

資産除去債務に対応する除去費用 △1,418千円 △1,517 〃 

繰延税金資産の純額 23,631千円 19,404千円 

 
２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異内訳 

 
前連結会計年度 

(自 平成23年４月１日 
  至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 

  至 平成25年３月31日) 

法定実効税率 40.7％ ― 

(調整)  ― 

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.5 ― 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.0 ― 

住民税均等割等 0.1 ― 

雇用促進税制による税額控除 △1.0 ― 

税率変更に伴う期末繰延税金資産の減額修正 1.9 ― 

その他 0.9 ― 

税効果適用後の法人税の負担率 44.1％ ― 

（注）当連結会計年度は、法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率との間の差異が 100分の５以下であるため注記を省略

しています。 
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(資産除去債務関係) 

重要性に乏しいため、記載を省略しています。 

  

(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要 

(1)報告セグメントの決定方法 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。 

当社グループは、事業別のセグメントから構成されており、ウェブショップ総合サービスを中心とする「ＥＣ

事業」及び、ＷＥＢマーケティングを中心とする「集客事業」の２つを報告セグメントとしています。 

(2)各セグメントに属する製品及びサービスの種類 

「ＥＣ事業」は、主にウェブショップ総合サービスであるショップサーブ、ホスティングサービスであるサイ

トサーブ、ショッピングカートであるストアツールの提供をしています。 

「広告事業」は、様々なＷＥＢマーケティング手法を組み合わせることにより、ワンストップでのＷＥＢマー

ケティングを提供しています。 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と同一です。 

報告セグメントの利益は、営業利益の数値です。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいて

います。 

 

「会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更」に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、当

連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償

却の方法に変更しています。 

これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の「ＥＣ事業」のセグメント利益が 4,809千円増加していま

す。 
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）              （単位：千円） 

 報告セグメント 
合計 

ＥＣ事業 広告事業 

売上高    

外部顧客への売上高 4,250,796 1,086,353 5,337,150 

セグメント間の内部売上高又は振替高 ― 147,126 147,126 

計 4,250,796 1,233,480 5,484,277 

セグメント利益または損失（△） 516,455 △15,640 500,814 

セグメント資産 3,530,757 481,988 4,012,746 

セグメント負債 1,392,753 270,709 2,203,463 

その他の項目    

減価償却費 211,104 5,370 216,475 

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 181,908 2,014 183,922 

(注) 第１四半期連結会計期間より株式会社プレシジョンマーケティングを連結子会社としたことに伴い、同社の事業を「広告

事業」として新たに報告セグメントに区分しています。 

 

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）              （単位：千円） 

 報告セグメント 
合計 

ＥＣ事業 集客事業 

売上高    

外部顧客への売上高 4,493,237 1,468,695 5,961,932 

セグメント間の内部売上高又は振替高 ― 189,259 189,259 

計 4,493,237 1,657,955 6,151,192 

セグメント利益 606,854 41,890 648,744 

セグメント資産 4,056,527 377,518 4,434,045 

セグメント負債 1,998,978 314,354 2,313,332 

その他の項目    

減価償却費 203,125 901 204,027 

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 154,364 ― 154,364 

(注) 第１四半期連結会計期間より、前期まで「広告事業」というセグメント名称で表記していた同事業について、より事業内

容に則した「集客事業」という名称に変更しています。なお、これによるセグメント情報に与える影響はありません。 

 

４．報告セグメントの合計額と連結財務諸表計上額の差異の調整 

（単位：千円） 

利益 前連結会計年度 当連結会計年度 

報告セグメント計 500,814 648,744 

のれんの償却額 △3,056 △4,074 

セグメント間取引消去 ― 89 

連結損益計算書の営業利益 497,758 644,759 
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５．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

 
（関連当事者との取引関係） 

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

該当事項はありません。 

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

① 役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

種類 
会社等の
名称 

又は氏名 
所在地 

資本金 
又は 

出資金 
(千円) 

事業の 
内容又 
は職業 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合(％) 

関連当事者
との関係 

取引の 
内容 

取引 
金額 
(千円) 

科目 
期末 
残高 
(千円) 

役員 髙﨑青史 ― ― 

㈱プレシジ
ョンマーケ
ティングの 
代表取締役 

― 

㈱プレシジ
ョンマーケ
ティングの 
代表取締役 

 
役員の兼任 

債務 
被保証 
(注) 

21,000 ― ― 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注） 連結子会社である株式会社プレシジョンマーケティングの借入に対して、同社の代表取締役である髙﨑青史からの連帯保証

を受けています。また、同氏は当社取締役を兼任しています。なお、保証料の支払は行っていません。 

 

 

② 親会社及び主要株主（会社等に限る。）等 

種類 
会社等の
名称 

又は氏名 
所在地 

資本金 
又は 

出資金 
(百万円) 

事業の 
内容又 
は職業 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合(％) 

関連当事者
との関係 

取引の 
内容 

取引 
金額 
(千円) 

科目 
期末 
残高 
(千円) 

主要 
株主 

ヤフー㈱ 
東京都 
港区 

7,959 

インターネ
ット上の広
告事業、イ
ーコマース
事業、会員
サービス業 

（被所有） 
直接 

32.5 

営業上の 
取引 

ＷＥＢ 
広告の 
委託 

（注） 

471,469 買掛金 65,182 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１ 上記取引については、一般取引条件と同様に決定しています。 

２ 取引金額には消費税等を含めていません。期末残高には消費税等を含めています。 
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当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

該当事項はありません。 

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

① 役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

種類 
会社等の
名称 

又は氏名 
所在地 

資本金 
又は 

出資金 
(千円) 

事業の 
内容又 
は職業 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合(％) 

関連当事者
との関係 

取引の 
内容 

取引 
金額 
(千円) 

科目 
期末 
残高 
(千円) 

役員 髙﨑青史 ― ― 

㈱プレシジ
ョンマーケ
ティングの 
代表取締役 

― 

㈱プレシジ
ョンマーケ
ティングの 
代表取締役 

 
役員の兼任 

債務 
被保証 
(注) 

15,000 ― ― 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注） 連結子会社である株式会社プレシジョンマーケティングの借入に対して、同社の代表取締役である髙﨑青史からの連帯保証

を受けています。また、同氏は当社取締役を兼任しています。なお、保証料の支払は行っていません。 

 

② 親会社及び主要株主（会社等に限る。）等 

種類 
会社等の
名称 

又は氏名 
所在地 

資本金 
又は 

出資金 
(百万円) 

事業の 
内容又 
は職業 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合(％) 

関連当事者
との関係 

取引の 
内容 

取引 
金額 
(千円) 

科目 
期末 
残高 
(千円) 

主要 
株主 

ヤフー㈱ 
東京都 
港区 

8,037 

インターネ
ット上の広
告事業、イ
ーコマース
事業、会員
サービス業 

（被所有） 
直接 

32.5 

営業上の 
取引 

ＷＥＢ 
広告の 
委託 

（注） 

543,751 ― ― 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１ 上記取引については、一般取引条件と同様に決定しています。 

２ 取引金額には消費税等を含めていません。 
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(１株当たり情報) 

項目 

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

  至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

１株当たり純資産額 42,168.47円 49,171.65円 

１株当たり当期純利益金額 6,601.30円 9,165.28円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 6,599.75円 9,163.13円 

 

（注）１．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
  至 平成25年３月31日) 

連結損益計算書上の当期純利益（千円） 280,713 389,753 

普通株式に係る当期純利益（千円） 280,713 389,753 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式の期中平均株式数（株） 42,524 42,525 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定
に用いられた普通株式増加数の主要な内訳（株） 

新株予約権 

 

 

9 

 

 

10 

普通株式増加数（株） 9 10 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額の算定に含まれなかった潜在
株式の概要 

新株予約権の目的となる株
式の数 

平成17年新株予約権 

1,180株 

行使価格 

320,000円 

期中平均株価 

84,598円 

新株予約権の目的となる株
式の数 

平成17年新株予約権 

1,097株 

行使価格 

320,000円 

期中平均株価 

86,050円 

 

２. １株当たり純資産額の算定上の基礎 

項目 
前連結会計年度 

(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 

(平成25年３月31日) 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 1,809,283 2,120,712 

普通株式に係る純資産額（千円） 1,793,214 2,091,024 

差額の主な内訳（千円） 
新株予約権 
少数株主持分 

 
2,239 
13,829 

 
2,239 
27,448 

普通株式の発行済株式数（株） 51,636 51,636 

普通株式の自己株式数（株） 9,111 9,111 

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
普通株式の数（株） 

 
42,525 

 
42,525 

 
(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 
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売上原価明細書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 原価計算方法は、個別原価計算による実際原価計算です。 

  

前事業年度 

(自  平成23年４月１日 

 至  平成24年３月31日) 

当事業年度 

(自  平成24年４月１日 

至  平成25年３月31日) 

区分 
注記

番号 
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

構成比

(％) 

 売上原価         

Ⅰ 労務費   542,290 21.5  595,591 21.5 

Ⅱ 外注費   276,827 11.0  231,571 8.4 

Ⅲ 経費        

 １ ハウジング  148,296   151,916   

 ２ ドメイン関連費用  45,322   39,519   

 ３ 減価償却費  196,319   190,515   

 ４ 通信費  82,833   81,332   

 ５ 消耗品費  22,824   26,792   

 ６ サービス代行手数料  909,204   1,021,526   

 ７ 支払手数料  272,425   390,195   

 ８ その他  29,386 1,706,612 67.5 37,134 1,938,932 70.1 

当期売上原価   2,525,731 100.0  2,766,095 100.0 
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(4) 表示方法の変更 

前事業年度において「雑収入」に含めていました「為替差益」については、金額的重要性が増したため、当事業年

度より区分掲記しています。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の損益計算書の組替えを行っていま

す。 

この結果、前事業年度の損益計算書において「雑収入」に表示していた 3,591千円は、「為替差益」2,567千円、

「雑収入」1,023千円として組替えています。 

 

 

６. 役員の異動 

役員の異動に関する株主総会議案につきましては、別途開催の取締役会において決議の予定であり、当該決議後直ち

に「役員の異動」としてお知らせいたします。 
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